
内閣官房

平成２６年度 平成２７年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

0001 高度情報通信ネットワーク社会推進経費 27 27 18 現状通り

前年度に比べ調査・研究の本数の増加に伴い予算
が増額となっているが、引き続き調査・研究を行
う必要性及び競争性の確保などにより、予算の効
率的執行に留意すべき。

53 53 0 - 現状通り
予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、引き続
き予算の効率的執行等に努める。

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費

0001 平成２５年対象

0002 地域活性化推進経費 51 51 34 現状通り
事業の進捗状況の把握に努め、実態に即した適正
な予算となるよう留意すべき。

67 71 4 3 縮減
業務の効率化を図り、環境モデル都市の推進に係
る調査業務について行わないこととし、減額し
た。

地域活性化統合
事務局

〃 〃 0002 その他 ○

0003 拉致問題対策経費 98 98 85 現状通り
引き続き、内外広報活動については、実施方法に
留意し、効果の検証を的確に行うべき。

122 173 51 - 現状通り

現在実施している各種広報活動（パンフレット・
ホームページ等の情報発信型、国民の集い・コン
サートの実施などの参加型）について、配布、閲
覧、集客いずれも高い状況にあるため、引き続き
実施する。平成27年度はさらに理解促進等の取り
組みの強化を図るため新たに３つの事業を実施す
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」52百万円

拉致問題対策本
部事務局

〃 〃 0003

0004 総合海洋政策経費 32 32 22 現状通り

前年度に比べ単位当たりのコストが増加している
ので、調査内容及び方法の見直しや、事業の適切
な進捗管理、契約における競争性の確保などによ
り、予算の効率的執行に留意すべき。

37 92 55 - 現状通り
予算の効率的執行の観点から、真に必要な調査に
絞るため、調査件数を見直した上で概算要求を
行った。

総合海洋政策本
部事務局

〃 〃 0004 平成２５年対象

0005 社会保障改革検討経費②（番号制度） 9 9 1 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

0 0 0 - 現状通り

内閣官房における本事業は平成25年度が最終年度
であり、平成26年度以降は内閣府に予算計上の所
管を変更しているため、所見に対する対応は、内
閣府大臣官房番号制度担当室に移管する。

社会保障改革担
当室（番号室）

〃 〃 0006 その他

0006 健康・医療戦略経費 16 16 14 現状通り

前年度に比べ単位当たりのコストが増加している
ので、調査内容及び方法の見直しや、事業の適切
な進捗管理、契約における競争性の確保などによ
り、予算の効率的執行に留意すべき。

21 22 1 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き事業の適切な進捗管理、契約における競争
性の確保などにより、予算の効率的執行に努めて
まいりたい。

健康・医療戦略
室

〃 〃 0007 平成２５年対象 ○

0007 緊急事態に備えた調査・研究等経費① 53 53 37 現状通り
事業の必要性は認めるが、前年度に比べ予算が増
額となっており、引き続き執行実績に見合う予算
計上となっているか検討すべき。

65 65 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き事業の適切な推進管理、契約における競争
性の確保などにより、予算の効果的執行に
努める。

内閣官房副長官
補（事態対処・
危機管理担当）

〃 〃 0008

0008 緊急事態に備えた調査・研究等経費② 36 36 31 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

36 102 66 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き、事業の適切な進捗管理、契約における競
争性の確保などにより、予算の効率的執行に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」42百万円

情報セキュリ
ティセンター

〃 〃 0009

0009 緊急事態対処に必要な経費① 0 0 0 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

0 0 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き事業の適切な進捗管理、契約における競争
性の確保などにより、予算の効率的執行に努め
る。

内閣官房副長官
補（事態対処・
危機管理担当）

〃 〃 0010

0010 緊急事態対処に必要な経費② 21 21 21 現状通り

事業の必要性は認めるが、前年度に比べ予算が増
額となっており、業務の内容を精査し、引き続き
執行実績に見合う予算計上となっているか検討す
べき。

41 46 5 - 現状通り
今後とも業務の内容を精査し、引き続き執行実績
に見合う予算計上となるよう努める。

情報セキュリ
ティセンター

〃 〃 0011

0011 内閣広報経費 63 63 122 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

86 108 21 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、契
約における競争性の確保を引き続き行い、効率的
な執行に努める

内閣広報室 〃 〃 0012

0012 危機管理体制システム経費 115 115 114 現状通り
事業の必要性は認めるが、前年度に比べ予算が増
額となっており、引き続き執行実績に見合う予算
計上となっているか検討すべき。

210 1,638 1,428 - 現状通り
今後とも事業の内容を精査し、引き続き執行実績
に見合う予算計上となるよう努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,486百万円

情報セキュリ
ティセンター

〃
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分析その他の調査
に必要な経費

0014

0013 社会保障・税番号情報通信システム開発経費 1,740 164 104 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

13,336 2,375 ▲ 10,961 - 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に努
める。

社会保障改革担
当室（番号室）

〃 〃 0015 平成２５年対象

0014 情報収集衛星の研究・開発 57,319 52,580 52,179 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。

47,880 54,766 6,886 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引
き続き予算の効率的執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」14,280百万円

内閣衛星情報セ
ンター

〃
（項）情報収集衛星業務費
（大事項）情報収集衛星システム開発等に必
要な経費

0016 　

0015 政府CIO制度の推進経費 277 90 28 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。
また、外部有識者の所見を踏まえ、今後の事業の
進め方について必ず検討すること。

191 159 ▲ 32 - 現状通り
予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、引き続
き予算の効率的執行等に努める。

ＩＴ総合戦略室 〃

（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費
（大事項）情報の収集及び分析その他の調査
に必要な経費

新25-
0001

前年度新規

0016 新型インフルエンザ等対策経費 16 16 12 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約における
競争性の確保などにより、予算の効率的執行に留
意すべき。
また、外部有識者の所見を踏まえ、今後の事業の
進め方について必ず検討すること。

12 21 9 - 現状通り

・対応能力の向上のみならず、国民への普及・啓
発も目的であるため、来年度以降も毎年必要な経
費である
・26年度は庁費に一括計上していたものを精査
し、27年度要求では目を分けて計上した
・委託する事業については、総合評価落札方式を
採用することを検討してまいりたい

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」11百万円

新型インフルエ
ンザ等対策室

〃
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費

新25-
0002

前年度新規

0017 個人番号情報保護委員会設立準備経費 24 24 10 現状通り
点検結果を確実に反映させること。
（平成２５年度限り）

0 0 0 - 現状通り 平成25年度限りの事業 参考記載
社会保障改革担
当室（番号室）

〃 〃
新25-
0003

前年度新規

0018 人事管理推進事業 106 106 84 現状通り
「総務省行政事業レビュー推進チーム所見」
引き続き必要経費を精査すること。

108 116 8 - 現状通り

平成２６年５月３０日に内閣人事局が発足したこ
とに伴い、これまでの総務省人事・恩給局で行っ
ていた事業を見直すとともに、新たな組織で行う
べき課題に対して必要な予算要求を行っており、
今後も必要な経費についての説明を丁寧に行って
まいりたい。

平成２６年５月総務省
から移管

内閣人事局 〃
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政に必要な経費

総務省
-0001

60,004 53,502 52,915 62,267 59,807 ▲ 2,459
0 0 0 0 0 0

37,563 38,224 35,706 39,069 46,160 7,090
12 12 7 42 43 1

97,567 91,726 88,621 101,336 105,967 4,631
12 12 7 42 43 1

行政事業レビュー対象　計

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容反映額評価結果

差引き

合　　　　　計
一般会計

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２６年行政事業レビュー事業単位整理票兼点検結果の平成２７年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成２５年度
補正後予算額

平成２５年度

担当部局庁
執行可能額

備　考

反映状況

東日本大震災復興特別会計
一般会計

行政事業レビュー対象外　計
一般会計

東日本大震災復興特別会計

東日本大震災復興特別会計

外部有識者チェック対
象（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

平成25年
レビュー

シート番号

委託
調査

補助
金等

1/1


